
北海道国立大学機構 産学官金連携統合情報センター（IIC）

北海道国立大学機構 産学官金連携統合情報センター（IIC）のニュースレターです。定期的に3大学の
教育研究活動や行政・サービス機関、産業界からの最新情報を分析・整理して皆様にお届けします。

研究紹介：少子化が続く地方の活性化を目指した教育活動

北見工業大学工学部の酒井大輔准教授は、坂上寛敏准教授らと共に、オ
ホーツク地域エネルギー環境教育研究会(OE3)を通し、近隣の子ども達へ
向けた教育活動を行っています。近年、地方都市での少子化が急速に進
んでおり、その影響は大学への志願者数にすでに現れています。オホー
ツク地域でも同様の傾向が表れており、労働力人口の減少と共に地方都
市での大きな課題となっています。

OE3は、もともとエネルギー環境教育の地域拠点として大学を活用する

グリーンアジアプロジェクトとは？

「グリーンアジアプロジェクト」は、日本の国際農林水産業研究センター（国際農研）が行っている活動です。
日本では食料システムに関する多くの技術が開発されており、高温多湿という気候を共有するアジアモンスー
ン地域にも活用できます。アジアモンスーン地域には、世界人口のうち44％もの人が住んでおり、この地域の
食料システムをより良くすることは世界的に重要です。

このプロジェクトでは、食料システムの技術を活用し、様々な国の機関や大学の研究者が協力して環境にやさ
しく、農業を持続可能なものにすることを目指しています。活用される技術は、「アジアモンスーン地域の生
産力向上と持続性の両立に資する技術カタログ（https://www.jircas.go.jp/ja/greenasia/techcatalog）」に
まとめられて、情報発信されています。例えば、ハウス冷暖房の排ガス活用技術や、スマート農業を促進する
農業機械技術が掲載されています。この技術カタログは、国や機関、産業の分野ごとに技術を簡単に検索でき
るようになっており、地域の生産者や事業会社を含む多くの関係者にも大変参考になります。

日本の飼料自給率は27％！このままで大丈夫？

日本では、牛や豚、鶏などの家畜が食べる飼料の多くが外国から輸入されています。飼料をどのくらい自分た
ちで生産できているかを示す割合が飼料自給率であり、これが高いほど輸入に頼らず国内で飼料を確保できる
ということになります。

2023年の日本の飼料自給率はおよそ27％です。つまり、家畜が食べる飼料の約4分の1だけを日本で作ってい
るということになります。飼料のうち、牧草や稲わらは日本で作られることが多いですが、とうもろこしや大
豆はほとんど外国から輸入されています。輸入される飼料は安価ですが、世界情勢の変化により、もし輸入で
きなくなったり、今よりもさらに価格が高くなったりすると大変です。

そこで、飼料を自分たちで作る取り組みが行われています。早めに刈り取った「青刈りとうもろこし」を牛の
飼料に使ったり、飼料用の米を育てたりしています。また、食べ物残渣を飼料にする「エコフィード」という
方法も行われています。農林水産省では、2030年までに飼料自給率を34％に向上させることを目指していま
す。この目標に向かって、地域の農家と牧場が協力して飼料を作るしくみを広げたり、新しい飼料作りの方法
を研究したりしています。日本の農業や畜産業を守るために、これからも地域の力を合わせて飼料自給率を高
めていくことが大切です。3大学でも、飼料に関する研究開発、地域連携、教育に取り組んでまいります。

北海道広域連携プラットフォームは、北海道における様々な課題を共有し、
産学官金連携によって解決に導く場です。皆様からのご意見、ご要望をお待ちしています。
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バーチャルリアリティで北見市のごみ
分別をゲーム感覚で学べる教材

ことを目的に設立された団体でしたが、現在ではそのスコープを広げ、オホーツク地域の子どもたちに好き・嫌
いが出てくる前から理科を好きになってもらうことを目標に積極的な教育活動を進めています。活動メンバーに
は、北見工業大学の教職員の他、地域の中学校、高等学校の理科教諭、関連企業や北見市が参画しており、従来
の理科では体験できなかったような新しい教材を開発しながら、近隣市町村で様々な教育イベントを実施してい
ます。

理科を楽しいと思う生徒の増加は、北見工業大学への志願者増に直接つながることが期待できます。さらに、地
方都市では、未だに女子生徒の文系選択率が高い背景もあり、理系への選択肢を広げることができれば、志願者
が増加する可能性もあります。地元出身の学生は、他地域から入学した学生に比べて地元愛が強く、大学卒業後
も地元に就職するケースが見られます。そして、地元で生まれた子どもが、また北見工業大学を志願してくれる
流れができれば、それは大学にとっても、地域への最高の貢献になり得ると期待しています。
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